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発生年月 業種 職種 年齢 経験年数 事故の型 災害発生状況
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警備員 80代
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高温・低温
の物との接
触

   屋外の工事現場の警備業務において、途中
の休憩後、現場に戻った際に倒れ、熱中症によ
り死亡したもの。
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令和５年１０月末速報値
令和６年１０月末速報値

上野労働基準監督署管内の労働災害発生状況
新型コロナウイルス感染症を除く

死亡災害事例 令和５年４月～令和６年１０月

令和５年死傷災害件数
（休業４日以上、確定値）

全産業 232 件
※「陸上貨物運送事業」は、
道路貨物運送業と陸上貨
物取扱業の合計値。

令和６年死傷災害件数
（休業４日以上）

全産業 173 件
（昨年同期 155 件）

（１０月末速報値）

労働保険料（労災保険・雇用保険）の第3期分の納付期限は1月31日となっております。お近

くの銀行・郵便局等金融機関で納付いただきますようお願いします。納付書は納付期限の10日

位前に厚生労働省から直接郵送されます。

なお、納付いただく方々の利便性を高めるため、口座振替により納付いただけるようになり

ましたので、申込をご希望される方は東京労働局徴収課までお問い合わせください。

東京労働局 労働保険徴収部 徴収課 ℡：０３－３５１２－１６２７

労働保険料３期分の納付についてのお願い
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「化学物質管理強調月間」（２月）を初めて実施します ～月間のスローガンを決定～ 
 

令和６年11月29日(金) 厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対策課 報道発表資料 別紙 
 

令和６年度化学物質管理強調月間実施要綱 
 

１．趣旨 
国内で輸入、製造、使用されている化学物質は数万種類

にのぼり、その中には、危険性や有害性が不明な物質が多
く含まれる。また、化学物質による休業４日以上の労働災
害（がん等の遅発性疾病を除く。）のうち、特定化学物質障
害予防規則（昭和47年労働省令第39号）等の特別規則によ
る規制の対象となっていない物質に起因するものが多数を
占めている。 
これらを踏まえ、特別規則による規制の対象となってい

ない物質への対策の強化を主眼とし、国によるばく露の上
限となる基準等の制定、危険性・有害性に関する情報の伝
達の仕組みの整備・拡充を前提として、事業者が、危険
性・有害性の情報に基づくリスクアセスメントの結果に基
づき、国の定める基準等の範囲内で､ばく露防止のために講
ずべき措置を適切に実施する制度を導入したところである。 
こうした規制の対象となる化学物質（リスクアセスメン

ト対象物）は順次拡大され、令和８年４月から約2900物質
が規制対象となるが、これに伴い、対策を講ずべき事業場
の範囲が、従来の製造業中心から第三次産業を含めた幅広
い業種に大幅に拡大する。また、業種・規模に関わらず、
リスクアセスメント対象物を製造、取扱い等を行う全ての
事業場において、化学物質管理者を選任し、化学物質を管
理させる必要があり、化学物質管理の知見が十分でない第
三次産業の事業場や中小零細事業場に対しても、新たな化
学物質規制を広く浸透させる取組が重要となる。 
また、国際的には、「化学物質に関するグローバル枠組み

（ＧＦＣ）―化学物質や廃棄物の有害な影響から解放され
た世界へ」（第５回国際化学物質管理会議採択）において、
多様な分野（環境、経済、社会、保健、農業、労働等）に
おける多様な主体（政府、政府間組織、市民社会、産業界、
学術界等）によるライフサイクル（製造から製品への使用
等を経て廃棄まで）を通じた化学物質管理が求められてい
ることから、国内の化学物質管理において関係省庁が連携
し相乗効果を高めていくことが必要である。 
このような背景を踏まえ、厚生労働省は、経済産業省、

環境省等の関係行政機関、災害防止団体等安全衛生関係団
体、労働団体や事業者団体等の幅広い協力を得て、令和６
年度化学物質管理強調月間を、以下のスローガンの下で展
開することにより、広く一般に職場における危険・有害な
化学物質管理の重要性に関する意識の高揚を図るとともに、
化学物質管理活動の定着を図ることとする。 

 

正しく理解 正しく管理 化学物質と向き合おう 
 

２．期間 
２月１日から２月28日までとする。 

３．実施体制 
（１）主唱者 厚生労働省、中央労働災害防止協会 
（２）協力連携者 経済産業省、経済産業省、環境省 
（３）協賛者 建設業労働災害防止協会、陸上貨物運送

事業労働災害防止協会、港湾貨物運送事
業労働災害防止協会、林業・木材製造業
労働災害防止協会 

（４）協力者 関係行政機関、地方公共団体、安全衛生
関係団体、労働団体及び事業者団体 

（５）実施者 各事業者 
 
４．実施事項 
（１）主唱者・協力連携者・協賛者 
（ア）化学物質管理に係る啓発 

化学物質管理の知見が十分でない第三次産業や中小零
細事業場を重点として、化学物質管理を広く浸透させる
ことを目的とした周知啓発活動の実施 

（イ）化学物質に関する説明会等の開催 
化学物質に関する法令や対策等に係る、化学物質管理

に取り組む事業者向けの説明会等の開催 
（ウ）「化学物質と環境に関する政策対話」等の実施による

情報共有及び意思疎通 
（エ）化学物質アドバイザー等を活用した普及啓発 
（オ）化学物質管理に係る広報資料等の作成、配布 
（カ）雑誌等を通じた広報 
（キ）事業者の実施事項についての指導援助 
（ク）その他「化学物質管理強調月間」にふさわしい行事等

の実施 
（ケ）（ア）～（ク）の事項を実施するため、協力者に対し、

支援、協力の依頼 
（２）実施者 
（ア）製造し、又は取り扱っている化学物質の把握及び、化

学物質の安全データシート（以下「ＳＤＳ」という。）
等による危険有害性等の確認 

（イ）特定化学物質障害予防規則等の特別規則、石綿障害予
防規則の遵守の徹底 

（ウ）ラベル表示・安全データシート（SDS）交付、リスク
アセスメントの実施等 
ａ 製造者・流通業者が化学物質を含む製剤等を出荷す
る際のラベル表示・安全データシート（SDS）交付等
の徹底及びユーザーが購入した際のラベル表示・SDS
交付等の状況の確認 

ｂ SDS等により把握した危険有害性に基づくリスクア
セスメントの実施とその結果に基づくばく露濃度の低
減や適切な保護具の使用等のリスク低減対策の実施 

ｃ ラベル・SDSの内容やリスクアセスメントの結果に
関する労働者に対する教育の実施 

ｄ 危険有害性等が判明していない化学物質を安易に用
いないこと、また、危険有害性等が不明であることは
当該化学物質が安全又は無害であることを意味するも
のではないことを踏まえた取扱物質の選定、ばく露低
減措置及び労働者に対する教育の推進 

e 皮膚接触や眼への飛散による薬傷等や皮膚からの吸収
等を防ぐための適切な保護具の使用や、汚染時の洗浄
を含む、化学物質の取扱上の注意事項の確認 

f 特殊健康診断等による健康管理の徹底 
g 塗料の剥離作業における健康障害防止対策の徹底 
h 金属アーク溶接等作業における健康障害防止対策の
徹底 

（エ）化学物質管理者の選任状況の確認 
（オ）日常の化学物質管理の総点検 
（カ）事業者又は化学物質管理者による職場巡視 
（キ）スローガン等の掲示 

スローガンは、必要に応じて以下より選択 
・正しく理解 正しく管理 化学物質と向き合おう 
・危険知り 管理を徹底化学物質 みんなで守れ安心職場 
・目に見えないからこそ実施しよう 化学物質のリスク
アセスメント 

・化学物質に潜む危険 知って対策 慣れた作業も総点検 
（ク）有害物の漏えい事故、酸素欠乏症等による事故等緊急

時の災害を想定した実地訓練等の実施 
（ケ）化学物質管理に関する講習会・見学会等の開催、作

文・写真・標語等の掲示、その他化学物質管理への意識
高揚のための行事等の実施 
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株式会社　アブアブ赤札堂
取締役社長　小　泉　和　久
台東区池之端１丁目５番２号

TEL03-5834-2621  FAX03-3828-1685

公益社団法人　浅草医師会
東京都台東区雷門１丁目１０番５号
電話（０３）３８４４‐０５７６
会　長　　堀  浩一朗

代表取締役社長　定　方　　郷
https://seiyoken.co.jp

代表取締役　髙　橋　　登
〒110‐8522  東京都台東区上野3‐27‐12 

TEL 0 3‐3 8 31‐014 1

〒１１０‐８７０７　東京都台東区池之端１－４－１
総合ご案内　０３‐３８２８‐５１１１
代表取締役社長　小　泉　和　久

　

〒110̶0015　東京都台東区東上野 3丁目 20番 3号
TEL03̶6240̶1121　FAX03̶3834̶6777

代表取締役社長　長谷部 昭二

株式会社メトロセルビス

〒111-0036 台東区松が谷１－３－５
JPR上野イーストビル２階
理事長　川　口　義　彦

　　　　　 株式会社
〒110-8560　東京都台東区台東1丁目5番1号

代表取締役社長　齊 藤  昌 典

東京地下鉄株式会社

http://www.tokyometro.jp/
代表取締役社長　山村　明義

渡辺  智邦

理事長 伊藤 康博

代表取締役社長　竹中　一博

東京都台東区駒形1-4-8  〒111-8081
電話（03）3847-5111

株式会社メトロライフサポート
〒110-0015 東京都台東区東上野五丁目６番６号

TEL 03-5806-9655　FAX 03-5806-9656
代表取締役社長　髙取　芳伸

代表取締役社長　鈴木　均
東京都台東区東上野三丁目 4番 12 号
電話 03 - 3836 - 1551（代表）
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取締役社長　　村　瀬　順　子

代表取締役　穂　刈　久　米　一

代表取締役会長兼社長　滝川  睦子
東京都台東区元浅草３‐２‐１

理美容・エステティック・ネイル用品総合商社

代表取締役社長　　𠮷　田　公　昭

〒111-0034　東京都台東区雷門1－2－11 雷門フコク生命ビル２階
TEL.03（5830）3781 ㈹　FAX.03（5830）3667

代表取締役社長　竹谷　宗二

東京都台東区西浅草 3‐17‐1 〒111‐8765
☎(03)-3842-3353

総支配人　佐 藤 和 彦

組合長　　山　岸　栄　一
　　　　　組 合 員 一 同

鴬谷ホテル旅館組合

代表取締役　添 田　静 江
ＴＥＬ 03-5838-6821
ＦＡＸ 03-5838-6822

印刷全般・お気軽にご連絡下さい。

一般社団法人 下谷医師会

会　長　　田　村　　順　二

〒１１０－００１５　東京都台東区東上野３－３８－１
TEL.０３－３８３１－００７７　FAX.０３－３８３５－０７７８

東日本旅客　道株式会社
上野駅長　　齊　藤　　裕　司

代表取締役　飯 田 忠 房
〒111-0041 東京都台東区元浅草1-6-13 元浅草ＭＮビル
TEL:03-3847-3311   http://www.shinsampei.com

〒111－００32　東京都台東区浅草５丁目50番4号
電話　０３－３８７２－８１９６

八千代自動車株式会社
代表取締役　有江　明

株式会社メトロコマース
〒110-0015 東京都台東区東上野六丁目９番３号

住友不動産上野ビル８号館
TEL 03-5246-8103　FAX 03-5246-8140
代表取締役社長　古屋　俊秀

代表取締役　生田目勇之
〒110-0005 東京都台東区上野7‒2‒10 上野駅前第一生命ビルディング3階

TEL：03 - 5830 - 7731

令和７年元旦　謹賀新年
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◎新入会員のご紹介◎
● 東京地下鉄健康保険組合 令和6年10月から入会いただきました

● 南海辰村建設株式会社東上野（有期事業） 令和6年10月から入会いただきました

事務局からの行事報告

浅草ビューホテル　３階祥雲Ⅰ

同　　　　　３階祥雲Ⅱ
上野労働基準監督署会議室
住友重機械工業㈱横須賀製造所

月 日 曜日 開始時刻 行事・業務内容 会場
令和7年

1

2

22

10
19

水

月
水

15:00

16:10

17:00
10:30
別途

新春健康セミナー
安全衛生表彰式
　上野労働基準監督署長表彰
　上野労働基準協会支部長表彰
賀詞交歓会
広報部会４月号（No.249）編集会議
優良事業場研修会（３支部主催：上野支部幹事）

リアル：中央労働基準協会支部４階ホール
　　　　（千代田区二番町９）
ライブ配信＆リアル/ハイブリッド開催

月 日 曜日 開始時刻 業 務 内 容 場所

4 7
11

月
金
13:00
14:00

対象：新入社員　雇入れ時安全衛生教育講習会
対象：中途採用・転職者　雇入れ時安全衛生教育講習会

令和7年度 法定講習 （安全衛生教育）労働安全衛生法第５９条、同規則第３５条関連 詳細は、本誌上野労基会報１月号に同梱:受付中

支部行事等のお知らせ

台東区民会館9階ホール
上野区民館401集会室
支部事務所
上野労働基準監督署会議室

中小企業福祉事業団
セミナールーム

王子工業会館２階会議室

月 日 曜日 開始時刻 行事・業務内容 会場
5
30
6
8

20

5～ 6

令和6年9
10

11

12

木
水
水
金

水

木・金

14:00
14:00
11:30
10:30
14:30
15:20
16:00
8：50・9：30

安全衛生管理セミナー (署・建災防と共催)
労務管理セミナー（署と共催）
安全部会・衛生部会合同会議
広報部会１月号（No.248）編集会議
支部長・副支部長会議
支部役員全体会議
上野労働基準監督署長特別講演
３支部共催　石綿作業主任技能講習会

大國上野労働基準監督署長 大槻上野労基協支部衛生部会長 奥野建災防台東分会長 前嶋労働基準監督官 石川第2方面主任監督官 特別講演 台東保健所 尾本先生

特別講演する大國上野労働基準監督署長 支部幹事会全体会議模様 9月５日全員で指差し呼称 １０月３０日全員で指差し呼称

大國上野労働基準監督署長 奥村上野労働基準協会支部長 亀山第３方面主任監督官 工藤東基連常務理事

安全衛生管理セミナー
（署と建災防と共催）
日時：9月5日 （木） 14:00~16:00
場所：台東区民会館９階ホール

労務管理セミナー
（署と共催）
日時：10月30日 （水） 14:00~16:00
場所：上野区民館401集会室

支部幹事会
上野労働基準監督署長特別講演
日時：11月20日 （水） 14:30~16:40
場所：中小企業福祉事業団セミナールーム

ホームページのトップページに会員専用ページがあります。
① 【会員専用ページ】をクリックしパスワードを入力してください。
② パスワードは、ueno0001でOKをクリックしご入場ください。  

なお、パスワードの変更は、会報発行月（4、6、9、1月）に合わせて実施いたします。
この件に対するお問い合わせは、支部事務局（TEL 03-5830-6961）へお願いいたします。

会員専用ページについて、支部事務局からお知らせ

̶ 12 ̶
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前年１２月１日～３１日
前年１２月１日～１５日
前年１２月1日～４月３０日
前年１２月１０日～１０日
１５日～２１日

１日～２８日

１日～３月１８日
１日～３１日

１日～７日

１日～８日
１日～９月３０日
６日～１５日
１５日～５月１４日
１日～９月３０日
１日～7日
３０日～６月５日
３１日～６月６日
１日～３０日

１日～３０日

４日～１０日
８日～１４日
１日～７日
１日～７日
１日～３１日

１日～３１日

３０日～９月５日

１日～３０日

１日～３０日

１０日～１２日
１０日～１６日
２１日～３０日
１日～７日

１日～３１日

１７日～２３日
２３日～２９日
２７日～１１月９日

１日～３０日

９日～１５日
２３日～２９日
１日～翌年１月１５日
１日～翌年４月３０日

１日～３１日

３日～９日
４日～１０日
１０日～翌年１月１０日

東京労働局
中央労働災害防止協会
中央労働災害防止協会
国土交通省
内閣府
厚生労働省・中央労働災害防止協会
経済産業省 /資源エネルギー庁
内閣サイバーセキュリティセンター
厚生労働省
総務省　/　消防庁
消防庁　/　国土交通省
国土交通省
厚生労働省
環境省
内閣府
林野庁
厚生労働省等
法務省
環境省
厚生労働省
厚生労働省・中央労働災害防止協会
厚生労働省　
国土交通省
環境省
農林水産省
厚生労働省等　
総務省　/　消防庁
厚生労働省・中央労働災害防止協会
経済産業省
国土交通省
経済産業省
厚生労働省
内閣府
国土交通省
厚生労働省・中央労働災害防止協会
（公社）全国労働衛生団体連合会
厚生労働省　
厚生労働省　
国土交通省　・　水産庁
（公社）日本作業環境測定協会
中央労働災害防止協会
厚生労働省　
内閣府
厚生労働省・中央労働災害防止協会
文部科学省　/　スポーツ庁
健康保険組合連合会
厚生労働省
厚生労働省
経済産業省
(公社 ) 読書推進運動協議会
（公社）建設荷役車両安全技術協会
厚生労働省
厚生労働省
厚生労働省等
経済産業省
総務省　/　消防庁
厚生労働省
中央労働災害防止協会
中央労働災害防止協会
内閣府
厚生労働省
内閣府
法務省
国土交通省

令和６年度　年末・年始Safe Work推進強調期間
年末年始無災害運動
安全衛生教育促進運動
年末年始の輸送等に関する安全総点検
防災とボランティア週間
化学物質管理強調月間
省エネルギー月間
サイバーセキュリティ月間
自殺対策強化月間
春季全国火災予防運動
車両火災予防運動
春季建築物防災週間
女性の健康週間
熱中症予防強化キャンペーン
春の全国交通安全運動
みどりの月間
STOP！熱中症クールワークキャンペーン
憲法週間
ごみ減量・リサイクル推進週間
禁煙週間
全国安全週間準備期間
男女雇用機会均等月間、外国人労働者問題啓発月間
土砂災害防止月間
環境月間
食育月間
歯と口の健康週間
危険物安全週間
全国安全週間
全国鉱山保安週間
海の月間
電気使用安全月間
食品衛生月間
防災週間
秋季建築物防災週間
全国労働衛生週間準備期間
心とからだの健康推進運動
職場の健康診断実施強化月間、健康増進普及月間
食生活改善普及運動
船員労働安全衛生月間
全国作業環境測定・評価推進運動
第８４回全国産業安全衛生大会【大阪】
自殺予防週間
秋の全国交通安全運動
全国労働衛生週間
体力つくり強調月間
健康強調月間
高年齢者就業支援月間
薬と健康の週間
高圧ガス保安活動促進週間
読書週間
特定自主検査強調月間
人材開発促進月間
過労死等防止啓発月間
テレワーク月間
製品安全総点検月間
秋季全国火災予防運動
医療安全推進週間
年末年始無災害運動
安全衛生教育促進運動
歳末たすけあい運動
職場のハラスメント撲滅月間
障害者週間
人権週間
年末年始の輸送等に関する安全総点検

１月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

（参考）中央労働災害防止協会資料 安全衛生関連の年間行事予定表です。※日程、行事名等は変更になる場合がございます。

付 録

2025年（令和7年）  安全衛生行事予定表
〔令和7年 年間標語〕 安全は　働くみんなでつくるもの　働くみんなを守るもの
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